
資料２
第３次消費者基本計画施策体系と重点プロジェクト（案）等について

■施策の方向１　市町村消費者行政の体制強化支援 ■施策の方向１　市町村消費者行政の体制強化支援

●主要施策１　アクションプランの策定実施支援 ●主要施策１　新アクションプランの策定実施支援

●主要施策２　市町村における相談機能の強化と各種連携の推進支援 ●主要施策２　市町村における相談機能の強化と各種連携の推進支援

(1)市町村における相談機能の強化支援 (1)交付金見直し後の市町村相談体制の確保（広域連携も含む）

(2)市町村における庁内連携の推進支援 (2)市町村における機能強化の支援

(3)市町村における庁内連携の推進支援

(3)広域連携の推進支援 (4)見守りネットワークの充実

(4)見守りネットワーク構築の推進支援 ■施策の方向２　県消費者行政における広域的・専門的な施策の充実・強化

●主要施策３　消費者被害の未然防止と救済の推進

■施策の方向２　県消費者行政における広域的・専門的な施策の充実・強化 (1)県消費者行政・消費生活相談機能の強化

(2)消費者、消費者関係団体との協働、活動支援及び意見反映

●主要施策３　消費者被害の未然防止と消費者の自立の支援 (3)消費者に対する情報提供

(1)消費者教育・啓発及び情報提供の推進 (4)紛争処理体制の整備

①消費者教育・啓発の総合的推進 (5)多重債務者及び消費生活上の要支援者に係る施策の充実

●主要施策４　消費生活の安全・安心の確保

(1)生命・健康等の安全・安心の確保

②学校における消費者教育の推進及び支援 ①商品等の安全・安心の確保

②食の安全・安心の確保

③地域における消費者教育・啓発の推進及び支援 ③サービス等の安全・安心の確保

(2)生活関連商品の安定確保

(3)消費者取引の適正化

④消費者に対する情報提供 (4)適正な表示の確保

(2)消費者、消費者団体との協働、活動支援及び意見反映 (5)消費者事故情報通知対応

(3)環境に配慮した消費生活の推進

■施策の方向３　消費者教育の推進

●主要施策４　消費者被害救済の推進

(1)県消費者行政・消費生活相談機能の強化 ●主要施策５　ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

●主要施策６　効果的な消費者教育のための取組の推進

(2)関係団体との連携の強化

(3)紛争処理体制の整備 ■施策の方向４　熊本地震への対応

(4)多重債務問題に係る施策の充実

●主要施策７　熊本地震被災者の生活再建支援

　・被災者への消費生活相談・生活再建支援の実施　

●主要政策５　消費生活の安全・安心の確保 ●主要施策８　熊本地震の検証を踏まえた対応

　 (1)生命・健康等の安全・安心の確保 　・熊本地震の検証と改善及び情報提供

①商品等の安全・安心の確保

②食の安全・安心の確保

③サービス等の安全・安心の確保

(2)生活関連商品の安定確保

(3)消費者取引の適正化

(4)適正な表示の確保

(5)消費者事故情報通知対応

消費者被害の未然防止・消費者問題への適切な対応

第２次計画

平成２５年度～平成２９年度（５カ年）

消費生活の安定及び向上

第３次計画

平成３０年度～平成３２年度（３カ年）

消費生活の安定及び向上

　・交付金見直しを踏まえた市町村消費者行政アクションプランの策定及び実施支援。

＜重点＞１４．県消費者教育推進計画の策定

＜重点＞１５．市町村における消費者教育推進計画策定の支援

＜重点＞１．アクションプランの策定及び実施支援

＜重点＞７．市町村の庁内連携体制構築の支援（消費生活相談）

＜重点＞９．市町村の広域連携の支援

＜重点＞１１．市町村における見守りネットワーク体制構築の支援

＜重点＞１２．県消費者教育推進地域協議会の開催

→「熊本県消費者教育推進計画」に基づき推進

＜重点＞６２．多重債務者に対する生活再生の支援

＜教育・重点＞１．学校における消費者教育の推進

＜教育・重点＞２．高齢者やその支援者等に対する消費者教育の推進

＜教育・重点＞３．地域や団体における担い手の育成

＜重点＞５６．関係行政機関や事業者に対する改善要求や指導・制度
　　　　　　　　　改正に係る情報提供

＜重点＞５３．県消費生活センター専門チームの設置

【１市町村及び県の消費者行政機能強化プロジェクト】

（１）市町村消費者行政の機能強化の支援

（２）市町村の相談機能強化の支援

（３）人材育成及び活用

（４）県消費生活センターの機能強化

（５）消費者取引の適正化のための連携強化

【３地域における高齢者等の見守り応援プロジェク

ト】

（１）推進体制の整備

（２）熊本県消費者安全確保地域協議会（仮称）

の取組み

（３）市町村消費者安全確保地域協議会の取組

【４多重債務者等の生活再生支援プロジェクト】

（１）推進体制

（２）多重債務者の生活再生支援

【２成年年齢引下げを見据えた学校教育と連携した消費

者教育プロジェクト】

（１）学校における消費者教育の実施（高校以

下）

（２）専修学校・各種学校・大学における消費者

重点プロジェクト

【５ 熊本地震被災者の生活再建支援プロジェクト】

（１）被災者の消費生活相談等への対応

（２）被災者の生活再建支援

（３）他自治体への情報提供

課題への対応

・市町村消費

者行政の体制

整備の進展を

踏まえた機能

の充実・強化

・県消費者行

政の更なる充

実・強化

・若者への消

費者教育

・高齢者の消

費者被害の防

止

・インターネッ

トに関する消

費者被害の防

止

・多重債務問

題への対応

・熊本地震に

よる被災者の

生活再生支

援

・若者への消

費者教育

・インターネッ

トに関する消

費者被害の防

止
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資料１
第３次消費者基本計画施策体系と重点プロジェクト（案）等について

■施策の方向１　市町村消費者行政の体制強化支援 ■施策の方向１　市町村消費者行政の体制強化支援

●主要施策１　アクションプランの策定実施支援 ●主要施策１　新アクションプランの策定実施支援

●主要施策２　市町村における相談機能の強化と各種連携の推進支援 ●主要施策２　市町村における相談機能の強化と各種連携の推進支援

(1)市町村における相談機能の強化支援 (1)交付金見直し後の市町村相談体制の確保

(2)市町村における庁内連携の推進支援 (2)市町村における機能強化の支援

(3)市町村における庁内連携の推進支援

(3)広域連携の推進支援 (4)見守りネットワークの充実

(4)見守りネットワーク構築の推進支援 ■施策の方向２　県消費者行政における広域的・専門的な施策の充実・強化

●主要施策３　消費者被害の未然防止と救済の推進

■施策の方向２　県消費者行政における広域的・専門的な施策の充実・強化 (1)県消費者行政・消費生活相談機能の強化

(2)消費者、消費者関係団体との協働、活動支援及び意見反映

●主要施策３　消費者被害の未然防止と消費者の自立の支援 (3)消費者に対する情報提供

(1)消費者教育・啓発及び情報提供の推進 (4)紛争処理体制の整備

①消費者教育・啓発の総合的推進 (5)多重債務者及び消費生活上の要支援者に係る施策の充実

●主要施策４　消費生活の安全・安心の確保

(1)生命・健康等の安全・安心の確保

②学校における消費者教育の推進及び支援 ①商品等の安全・安心の確保

②食の安全・安心の確保

③地域における消費者教育・啓発の推進及び支援 ③サービス等の安全・安心の確保

(2)生活関連商品の安定確保

(3)消費者取引の適正化

④消費者に対する情報提供 (4)適正な表示の確保

(2)消費者、消費者団体との協働、活動支援及び意見反映 (5)消費者事故情報通知対応

(3)環境に配慮した消費生活の推進

■施策の方向３　消費者教育の推進

●主要施策４　消費者被害救済の推進

(1)県消費者行政・消費生活相談機能の強化 ●主要施策５　消費者教育の推進

（１）ライフステージに応じた体系的な消費者教育の推進

（２）効果的な消費者教育のための取組の推進

(2)関係団体との連携の強化

(3)紛争処理体制の整備

(4)多重債務問題に係る施策の充実 ■施策の方向４　熊本地震への対応

●主要施策６　熊本地震被災者の生活再建支援

●主要政策５　消費生活の安全・安心の確保 　・被災者への消費生活相談・生活再生支援の実施　

　 (1)生命・健康等の安全・安心の確保 ●主要施策７　熊本地震の検証を踏まえた対応

①商品等の安全・安心の確保 　・熊本地震の検証と改善及び情報提供

②食の安全・安心の確保

③サービス等の安全・安心の確保

(2)生活関連商品の安定確保

(3)消費者取引の適正化

(4)適正な表示の確保

(5)消費者事故情報通知対応

＜重点＞９．市町村の広域連携の支援

第２次計画 第３次計画

平成２５年度～平成２９年度（５カ年） 平成３０年度～平成３２年度（３カ年）

消費生活の安定及び向上 消費生活の安定及び向上

消費者被害の未然防止・消費者問題への適切な対応

＜重点＞１．アクションプランの策定及び実施支援 　・交付金見直しを踏まえた市町村消費者行政アクションプランの策定及び実施支援。

＜重点＞７．市町村の庁内連携体制構築の支援（消費生活相談）

＜重点＞５６．関係行政機関や事業者に対する改善要求や指導・制度
　　　　　　　　　改正に係る情報提供

＜重点＞１１．市町村における見守りネットワーク体制構築の支援

＜重点＞１２．県消費者教育推進地域協議会の開催

 ＜重点＞１４．県消費者教育推進計画の策定

＜重点＞１５．市町村における消費者教育推進計画策定の支援

＜教育・重点＞１．学校における消費者教育の推進

＜教育・重点＞２．高齢者やその支援者等に対する消費者教育の推進

＜重点＞６２．多重債務者に対する生活再生の支援

＜教育・重点＞３．地域や団体における担い手の育成

＜重点＞５３．県消費生活センター専門チームの設置

→「熊本県消費者教育推進計画」に基づき推進

【１市町村及び県の消費者行政機能強化プロジェクト】

（１）市町村消費者行政の機能強化の支援

（２）市町村の相談機能強化の支援

（３）人材育成及び活用

（４）県消費生活センターの相談機能強化

（５）消費者取引の適正化のための連携強化

【３地域における高齢者等の見守り応援プロジェクト】

（１）推進体制の整備

（２）熊本県消費者安全確保地域協議会（仮称）の

取

組み

（３）市町村消費者安全確保地域協議会の取組み

【４多重債務者等の生活再生支援プロジェクト】

（１）推進体制

（２）多重債務者の生活再生支援

【２成年年齢引下げを見据えた学校教育と連携した

消費者教育プロジェクト】

（１）学校における消費者教育の実施（高校以下）

（２）専修学校・各種学校、大学における消費者教育

の実施

重点プロジェクト

【５ 熊本地震被災者の生活再生支援プロジェクト】

（１）被災者の消費生活相談等への対応

（２）被災者の生活再建支援

（３）他自治体への情報提供

課題への対応

・市町村消費

者行政の体制

整備の進展を

踏まえた機能

の充実・強化

・県消費者行

政の更なる充

実・強化

・若者への消

費者教育

・インターネッ

トに関する消

費者被害の防

止

・高齢者の消

費者被害の防

止

・インターネッ

トに関する消

費者被害の防

止

・多重債務問

題への対応

・熊本地震に

よる被災者の

生活再生支

援

新

新

旧主要施策４と同旧主要

施策３の点線枠内の施策

を統合

「
消
費
者
の
自
立
の
支
援
」

← 前回資料、着色漏れ

消費者の自立の支援

消費者被害の未然防
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